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緒言 
我が国は平成27年には総人口の26.0％、およそ4人に1人
が65歳以上になり本格的な高齢社会を迎えている。平均寿命
と健康寿命の差は広がり、介護を要する期間が延びている。 
要支援状態になる原因の約23％は運動器の障害である。運
動器機能向上プログラムは事業所に委託実施されている。しか
し、実施方法については統一されたものが無く、各事業所で
は、基本的に厚生労働省厚労省のマニュアルに基づき身体活動
を実施している。 
二次予防事業の対象者に対する運動介入効果において、自治
体による運動器機能向上プログラムの効果に関する調査では一
定の評価が報告されているが1)、多くを占め小規型介護予防通
所介護施設からの直接的な調査報告は散見されるほどに過ぎな
い。平成27年には介護保険制度改正によって運動器機能向上
プログラムが要支援1・要支援2の高齢者に対しても拡大され
ることが決定された。現行の二次予防事業対象者に対する同一
プログラムが要支援1、要支援2高齢者にも適応可能かを検討
する必要があるが、効果を比較検討した報告はほとんど見当た
らない。 
以上の背景を踏まえて、小規模型介護予防通所介護施設にお
いて実施されている二次予防事業の対象者における運動器機能
向上プログラムの効果、及び、要支援1、2の認定者に対する
現行の運動器機能向上プログラムの効果を検証した。また、上
記の2つの調査結果を用いて、現行の運動器機能向上プログラ
ムの二次予防事業対象者、要支援1、要支援2の高齢者におけ
る効果について検討を行った。 
方法 
１．二次予防事業の対象者における運動器機能向上プログラム
の効果に関する調査 
1)対象者および調査期間 
二次予防事業の対象者15名を対象者とした。調査期間は
2012年10月～2014年12月。 
2)プログラム内容 
1日90分、週1回、計12回の3か月間、リハビリ専用マシ
ンによる、低負荷反復運動を行った。 
3)評価項目 
 
基本チェックリスト、体力評価（握力、開眼片足立ち、
TUG）、健康関連項目（転倒リスク、主観的健康観） 
 
２．介護予防認定者における運動器機能向上プログラム  
 の効果に関する調査 
1)対象者および調査期間 
要支援１認定者19名、要支援2認定者15名を対象者とし
た。調査期間は2011年3月～2013年11月。 
2)プログラム内容 
1日3時間、要支援1認定者は週1回、計12回、要支援2認
定者は１日3時間、週2回、計24回の3か月間実施した。 
3)評価項目 
体力評価（握力、開眼片足立ち、TUG） 
解析はIBM SPSS Statistics ver.21を使用した。 
結果 
１．二次予防事業の対象者における運動器機能向上プログラム
の効果に関する調査 
1)運動機能評価 
開眼片足立ちとTUGに有意な変化が認められ、開眼片足立ち
は時間が延長し、TUGは時間が短縮した。握力については、有
意な変化はなかった（表1）。 
表1 運動機能評価の開始時・終了時の変化 
 
2) 基本チェックリスト                     *p<0.05 
運動器の機能については、有意な機能の向上が認められた
（表2）。認知予防支援、うつ予防支援でも有意な改善が認め
られた。 
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開始時 17.2±4.8        17.9±4.8 　　　　17.7±4.9      n.s.
終了時 18.0±4.2        17.9±5.3 　　　　18.5±4.5      n.s.
開始時           16.9±17.6 　　　11.8±14.4 　　　  　4.2±2.8         *      A>C
終了時 26.7±29.5 　　　12.6±15.8             5.6±4.1         *      A>C
開始時 10.5±2.9 　　　11.0±3.3 　　　　11.3±2.8      n.s.
終了時 9,5±2.8 　　　  9.9±3.0 　　　　10.4±2.6      n.s.
開眼片足立ち　(秒）
TUG　(秒）
項目 二次予防事業対象者（A) 要支援１（B) 要支援２（C) 有意差 多重比較
握力（kg)
表2 基本チェックリストの開始時・終了時の変化 
3)健康関連項目                  *p<0.05,  *＊p<0.01 
 
転倒リスクについて有意な変化が認められ（表3）、終了時
に転倒リスクが有意に減少した。主観的健康観については、有
意な変化は認められなかった。 
表3 健康関連項目の開始時・終了時の変化 
                                     *＊p<0.01 
２．要支援認定者における運動器機能向上プログラム 
の効果に関する調査 
1)運動機能評価 
要支援1においては、プログラムの終了時においてTUGのみ
に有意な変化が認められ、測定時間が短縮した（表4）。握
力、開眼片足立ちについては、有意な変化は認められなかっ
た。 
表4 運動機能の開始時・終了時の変化 
                                     *＊p<0.01 
３．二次予防事業対象者と要支援における効果の検討 
表5 運動機能評価の比較 
 
  
 
 
*
 
 
n.s.有意差なし, *p<0.05 
                  
 
開眼片足立ち保持時間には、3 群間に有意差が認められ、開
始時と終了時とも二次予防事業の対象者における開眼片足立ち
保持時間が要支援2より有意に長かった。 
考察 
１．二次予防事業の対象者における運動器機能向上プログラム
の効果に関する調査 
本調査では開眼片足立ち、TUGで有意な改善を認めている。パ
ワーリハによる先行文献でも、本調査とほぼ同様な結果が得ら
れている。また、ほぼ全員に改善が認められており、使わない
筋肉の再活動化がプラスの方向に作用していることが推察され
る。 
基本チェックリストによる生活機能評価では、運動機能の改
善だけにとどまらず、生活全体の機能も有意に向上したことが
示唆される。高齢期でも運動機能を保つことにより心身の健康
を維持できる可能性が示唆される。 
２．要支援認定者における運動器機能向上プログラムの  効
果に関する調査 
要支援2では、有意差が認められなかったが、維持あるいは
緩やかな改善を示す者が半数を超えていた。運動器の障害を有
する者が多く、後期高齢者である等を考慮すると、プログラム
の効果はあったと考えられる。 
３．二次予防事業の対象者と要支援における効果の検討 
いずれの介護度の者も、現行の運動器機能向上プログラムに
より運動評価が改善することが認められたが、二次予防事業の
対象者と要支援2には、開眼片足立ちにプログラム開始時から
有意な差が認められ、要支援2の高齢者には異なる対応が必要
である2)ことが示唆される。 
以上より、当該の介護予防通所介護施設において実施されて
いる二次予防事業の対象者に対する運動器機能向上プログラム
は効果があることが認められた。また、要支援1レベルの者を
現行の二次予防事業の対象者に対するプログラムに組み込むこ
とが可能であることも示唆される。新しい制度を要支援1だけ
でなく要支援2に対しても適用可能にするためには、プログラ
ムの回数や量だけではなく、機能訓練指導員等が関わるプログ
ラム内容の検討が必要とされる。 
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